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（事業計画書作成担当者）

（基金事業の執行実績及び計画） （単位：円）

再生可能エネルギー等導入推進事業 執行率

地域資源活用詳細調査事業

公共施設再生可能エネルギー等導入事業

民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業

風力・地熱発電事業等導入支援事業

0.01%

※事業実施状況報告書を提出する年度以外の年度は、執行済額又は執行見込額を記載する。

※執行率は、基金総額に対する執行済額の割合を記載する。
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（事業実施の概要）

大阪府、市町村、民間事業者

平成25年度事業実施の概要

平成25年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業状況報告書（各年度報告書）

大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金

ア　事業目的
　府内において、市町村指定避難所の公共施設及び災害時支援協定締結事業者の民間施設等へ太陽光発電等の再生可能エネルギーシステムを中心とした自立・分散型の地域エネルギーシステムを構築し、東海・東南海地震等に
　備えた災害対策と再生可能エネルギー普及拡大の両面からの取組みにより、災害に強く、低炭素な地域づくりを加速させていくことを目的とする。
 
イ　実施事業の概要
　① 地域資源活用詳細調査事業
　　　　「②公共施設における再エネ等導入事業」及び「③民間施設における再エネ等導入促進事業」に関する審査・評価等を公平かつ公正に執行するため、外部有識者で構成する「大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業評価
　　委員会」を設置・運営する。
　　　＜平成25年度の実施内容＞
　　　　・公共施設及び民間施設の公募を行い、「大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業評価委員会」において、実施施設の選定を行った。
 
　② 公共施設における再エネ等導入事業
　　ａ　避難所や防災拠点等への自立電源〔太陽光発電＋蓄電池〕の設置
　　　　　災害時に、必要最低限の電力（トイレ・玄関等の照明や電話・ＦＡＸ等通信機器の電源、携帯電話等の充電等）を確保するとともに、平常時においても電力需要のピークカットやＣＯ2削減に寄与するため、地域の防災拠点や避難所
　　　　等において、太陽光発電と蓄電池を組み合わせた自立電源を設置する。
　　ｂ　太陽光以外の再エネ等設備を設置
　　　　・避難経路への〔ハイブリッド（太陽光・風力）発電＋ＬＥＤ街灯〕の設置
　　　　　災害時に電力供給が断たれた場合でも、避難所の目印や避難所への誘導などができるよう、太陽光と風力など多様な再生可能エネルギーを活用し、自立的に点灯するハイブリッドＬＥＤ街灯を導入する。
　　　　・避難所等への木質バイオマスを活用した暖房設備の導入
　　　　　市町村の地域に応じた再生可能エネルギー源利用の取組みとして、災害時にも稼動することが可能な木質バイオマスを活用した暖房設備を避難所等へ導入し、平常時にも利用することによりＣＯ2削減に寄与する。
　　　＜平成25年度の実施内容＞
　　　　・公共施設及び民間施設の公募を行い、「大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業評価委員会」において、実施施設の選定を行った。

　③　民間施設における再エネ等導入促進事業
　　災害時において地域住民をはじめとした不特定多数の人が利用するなど、地域の防災拠点となりうる施設等への自立電源〔太陽光発電＋蓄電池（＋高効率照明）〕の設置補助
　　　　　災害時に必要最低限の電力を確保するとともに、平常時においても電力需要のピークカットやＣＯ2削減にも寄与する太陽光発電と蓄電池を組み合わせた自立電源を設置し、地域住民や帰宅困難者に支援を行う民間事業者に対し
　　　　補助を実施する。
　　　＜平成25年度の実施内容＞
　　　　・公共施設及び民間施設の公募を行い、「大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業評価委員会」において、実施施設の選定を行った。

ウ　事業の執行方針
　　公平かつ公正に執行するため、外部有識者で構成する評価委員会の助言等を得ながら事業に取り組む。

エ　市町村との調整状況・資金の配分計画
　　事業計画の立案前においては、説明会を開催するとともに、意向調査を実施。
　　事業の選定にあたっては、外部有識者で構成する評価委員会が公平かつ公正に審査。
　　府有施設は広域行政として防災上必要となる防災拠点等の施設、市町村施設は防災拠点のほか、地域の住民が利用する避難所を中心に選定。
　
オ　事業の選定方法
　　基金事業の執行にあたっては、効率性、透明性、優先度の観点から再生可能エネルギー普及への寄与、防災対策、事業実施主体の取組み等について適切な評価を行うこととし、基金事業の実施にあたっては、外部有識者で構成する評
　　価委員会が審査・評価等を行う。事業の実施施設の決定についても、評価委員会で評価基準等を審議の上、選定を行う。
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11.9 11.9 100%

※平成25年度は実績値。平成26年度以降は当初の計画値。
※防災拠点における再生可能エネルギーの普及率（%）は、当初計画時から変動しているため、最新の普及率に数値を置換。

＜当該計画に対する実績の要因分析＞
平成25～27年度の事業提案の公募を行ったが、平成25年度に実施できる民間事業がなかったため。

＜来年度に向けての改善方針＞
基金残額を活用し、公共施設及び民間施設からの追加事業の公募を実施する。
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＜当該年度実施分＞ (単位：円）

基金取崩額 単独費 基金取崩額 単独費 基金取崩額 単独費 種別 費用 容量 個数 種別 費用 容量 個数 種別 費用 容量 個数 種別 費用 容量 個数 基金取崩額 単独費 種別 箇所 金額 種別 箇所 金額
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大阪府再生可能エネル
ギー等導入推進基金事
業

（１）地域資源
活用詳細調査
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※各年度の開始前に提出している各年度計画書（当該年度に計画変更をしている場合には変更後計画書）で記載した事業は全て実施状況を記載すること

※事業の実施上、事業の遅延等により繰越をする場合にも記載をすること
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